
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 新潟県新発田市

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率とは】

経常的に歳入する一般財源（市税や地方交付税など）のうち、経常的な歳出に充てる比率のことで、この比率が高いと、臨時的、投資的

経費（学校建設や道路整備事業など）に充たる割合が低くなり、財政が硬直した悪い状況といえる。これを良好に保つには、市税や不用遊

休財産の売却等による財産収入など、しばりのない収入を増やすとともに、人件費や施設の維持管理費、また、公債費などの義務的、経常

的経費の支出を抑制していかなければならない。

【類似団体との比較】

経常収支比率を類似団体平均と比較すると、全体で０．５ポイント低い（良好）。これを費目別に比較分析すると、人件費、物件費、扶助費、

公債費で低く、補助費等で５．０ポイント高い。

【前年度との比較】

全体で、２．０ポイント高くなった。これを費目別にみると、人件費が０．６ポイント、公債費が０．２ポイント高くなったものの、補助費等で０．

２ポイント下がった。

【個別分析】

人件費は、退職者数の増加などにより、前年度に比べ、０．６ポイント上がったが、類似団体平均に比べると、２．１ポイント低い。

物件費は、類似団体平均に比べて、１．８ポイント低く、前年度と同率である。これは、施設の維持管理費や一般管理費などの運営経費に

ついて、いかにコストを抑えた中で、一定の効果を上げられるかを重視した予算編成と執行管理に努めているためといえる。

扶助費は、前年度に比べて、０．１ポイント上がったが、類似団体平均に比べると、２．３ポイント低い。今後とも、高齢化と先行きの見えな

い経済状況の中で、市が支援すべき社会的弱者の把握と適正な支援を推進していく必要がある。

公債費は、市町村合併に伴い実施した事業に充てるために借り入れた合併特例債の元利金の償還等により前年度に比べて０．２ポイント

上がったが、類似団体平均に比べると０．９ポイント低い。

補助費等は、平成１６年度に策定した「負担金、補助及び交付金の見直し方針」により、その必要性・公益性や、費用対効果を検証しなが

ら執行することに努めおり、前年度に比べて、０．２ポイント下がったが、類似団体平均に比べて、５．０ポイント高い。

これは、消防や福祉の分野において、市が直接実施せず、一部事務組合が実施する事業に対して負担金を支出していることも一因と考

えられる。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 7,442,081 72,257 69,340 4.2
賃金（物件費） 436,463 4,238 3,480 21.8
一部事務組合負担金（補助費等） 1,120,270 10,877 4,553 138.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,103 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 208,700 2,026 2,758 ▲ 26.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 232,723 2,260 1,565 44.4
▲退職金 ▲ 1,238,743 ▲ 12,027 ▲ 9,030 33.2
合計 8,201,494 79,631 73,769 7.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.82 7.27 0.55
ラスパイレス指数 98.2 98.6 ▲ 0.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

5,087,301 49,394 47,597 3.8

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 91 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,163,274 11,295 12,972 ▲ 12.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

963,301 9,353 2,125 340.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

87,621 851 2,604 ▲ 67.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 23 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 4,220,543 ▲ 40,979 ▲ 33,880 21.0

合計 3,080,954 29,914 31,532 ▲ 5.1

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 新潟県 新発田市

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

7,889,545 74,783 ▲ 18.7 62,051 ▲ 0.6 ▲ 18.1

うち単独分 5,859,090 55,537 6.7 40,532 ▲ 2.7 9.4

6,585,319 62,725 ▲ 16.1 52,296 ▲ 15.7 ▲ 0.4

うち単独分 4,394,686 41,859 ▲ 24.6 33,281 ▲ 17.9 ▲ 6.7

6,040,440 57,961 ▲ 7.6 49,332 ▲ 5.7 ▲ 1.9

うち単独分 3,132,351 30,056 ▲ 28.2 29,329 ▲ 11.9 ▲ 16.3

5,345,788 51,624 ▲ 10.9 50,068 1.5 ▲ 12.4

うち単独分 2,507,340 24,213 ▲ 19.4 30,080 2.6 ▲ 22.0

6,253,945 60,721 17.6 53,925 7.7 9.9

うち単独分 3,289,591 31,940 31.9 34,260 13.9 18.0

過去５年間平均 6,423,007 61,563 ▲ 7.1 53,534 ▲ 2.6 ▲ 4.5

うち単独分 3,836,612 36,721 ▲ 6.7 33,496 ▲ 3.2 ▲ 3.5
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